
１ はじめに

平成２５（２０１３）年５月１５日，「海洋防災調査室」

が発足した．発足のきっかけとなった出来事は平

成２３（２０１１）年３月１１日に発生した東日本大震

災である．

大規模な自然災害をもたらす地震，津波，火山

噴火はそれぞれが独立して発生するわけではな

く，相互に関連しながら発生している．これま

で，海洋情報部においてはこれら地震，津波，火

山噴火を担当する職員は同じ海洋調査課の中で連

携・協力してきたが，東日本大震災の発生を受け

て，その連携・協力をさらに強化する必要がある

との結論に至った．そこで，これらの担当を，海

底地殻変動観測等を行っていた航法測地室に集約

し，新たに「海洋防災調査室」を発足させること

とした．

本稿では，海洋防災調査室の発足に至る歴史を

まとめるとともに，新たに発足した「海洋防災調

査室」の業務を航法測地室時代の成果も含めて紹

介する．

２ 「海洋測地」のニーズの多様化

「航法測地室」と「海洋防災調査室」に一貫し

て取り組んでいる主たる業務として「海洋測地」

がある．海洋測地を支える測地技術は時代ととも

に劇的な進展を遂げ，それに伴い，社会のニーズ

も多様化してきた．そこで，本編に入る前に，海

洋防災調査室の発足に影響を与えた海洋測地の

ニーズの変遷について簡単に述べておく．

海洋測地の当初のニーズは，「航海安全の確

保」であった．昔から，絶海の離島は遠洋航海を

続ける船にとっては重要な補給基地であったが，

同時に危険な航路障害物でもあった．現在では，

正確な海図を見ながら自船の位置を GPSで確認

して安全に避けることができるが，昼間でも確認

が難しい小島や暗岩は船にとって非常に危険な存

在であった．そのため，これらの小島・暗岩の位

置を正確に把握することは，航海の安全を担保す

る上で極めて重大であった．

その後，１９９４年の国連海洋法条約の発効を機

に，新たな海洋測地のニーズとして「海洋権益の
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確保」が生まれた．同条約によれば，領海及び排

他的経済水域・大陸棚の範囲を決めるための基点

は低潮線を基本とすることが規定されている．し

たがって，領海等の範囲を正確に決めるために

は，基点となる離島等の低潮線の位置を正確に決

める必要がある．さらには，相対国との間で領海

等の境界を決めようとする場合にも，基点を正確

に計測する必要がある．このように，離島等にお

ける正確な測地は，国の主権・管轄権が及ぶ範囲

を正確に決めるためにも重要なこととなってい

る．

さらに，近年，衛星を使った測位技術が向上

し，離島等の位置をセンチメートルのオーダーで

計測することができるようになると，新たな海洋

測地のニーズとして「防災対策」への貢献が求め

られるようになった．複数のプレートが接すると

ころに位置するわが国では，歴史的に地震や火山

等の自然災害に見舞われており，プレート境界に

近い離島での測地観測が非常に重要である．ま

た，離島は活動的な火山島であることが多く，離

島で暮らしている人々はもちろん，付近を航行す

る船舶の安全上の観点からも，その離島を形作る

山体の膨張・収縮の様子を監視することが求めら

れるようになった．さらには，GPSによる海上

測位技術の進展により，GPS観測と音響技術に

よる海中の位置観測を組み合わせた海底地殻変動

観測の技術が開発され，海底の動きがセンチメー

トルの精度で測定できるようになった．海域にお

ける測地観測は，地震や火山に関連する地殻の動

きを監視する上で必要不可欠なものとなってい

る．

３ 「海洋防災調査室」発足までの歴史

「海洋防災調査室」の発足に至るまでの歴史

は，前節で説明した海洋測地の技術の発展に伴う

業務拡大の歴史でもあった．本節では，その歴史

を振り返ってみる．

海洋防災調査室の歴史は，明治４（１８７１）年に

創設された「兵部省海軍部水路局」まで遡ること

ができる．

創設者の柳楢悦が，開局当初から最も必要性を

力説していたのは，経緯度や磁気偏差の決定のた

めの天文・測地観測業務である．その集大成とし

て明治７（１８７４）年に海軍観象台が完成し，経緯

度原点となる観象台の経緯度測定や磁気測量を開

始した．残念ながら明治２１（１８８８）年には，観

象台が当時の東京天文台に移管されたが，その後

も大正時代まで日本各地で天文経緯度観測による

経緯度の決定が行われた．また，大正元（１９１２）

年には，第１回全国磁気測量を開始し，大正３

（１９１４）年以後は，１０年間隔（昭和２４（１９４９）年

からは５年間隔）で全国磁気測量を実施してき

た．

また，船舶の測位については，海軍部水路局が

発足した頃は，GPSなどの衛星測位装置がな

かったため，沖合を行く船舶は天文航法を利用し

ていた．天文航法を正確に行うためには，航海中

のある時点での天体の位置（天体位置表，Photo１）

Photo１．The first volume of “JAPANESE EPHEMERIS”
issued in１９４２.

写真１．天体位置表第１巻（昭和１８（１９４３）年）．我が

国艦船の航行安全のために必須のものであっ

たが，そのほとんどは自然災害や戦災で消失

している．
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などを正確に記した航海暦が必要となる．当時は

専ら英国版のものが使用されていた．しかし，そ

の後，明治３７−３８（１９０４−１９０５）年の日露戦争時

に外国版の天体暦が入手困難となったことから，

独立推算による航海暦の刊行が必要となった．こ

のため，大正８（１９１９）年に，「海軍部水路局」

から名称が変更された「海軍水路部」に「編暦

科」が設置され，暦算業務を開始した．編暦科が

航海暦の編纂を始めてから，海軍の艦艇も含め，

我が国の艦船は安心して正確な天文航法を行うこ

とができるようになった．

その後，昭和２０（１９４５）年の太平洋戦争の終

結とともに海軍が廃止され，「水路部」は運輸省

の外局として新たに設置された海上保安庁の一部

局となった．これと同時に組織名が「編暦科」か

ら「編暦課」へと改められた．

一方，航海暦等の書誌の作成には，基礎データ

としての天体位置に関する正確な情報を得るため

の天体観測も必要となる．このため，昭和２６

（１９５１）年から定常的に天体観測を開始し，本庁

並びに白浜，下里及び美星の各水路観測所（美星

水路観測所，Photo２）で平成２０（２００８）年まで

行われていた．

天体観測の一種である星食観測は，古い時代か

ら月と星の位置関係から月の位置や時刻を決める

ために行われてきた．その情報の収集管理は１９２３

年に米国イェール天文台に設置された星食国際中

央局で開始され，１９４３年に英国グリニッジ天文

台に移管された．その後，１９７９年に開催された

第１７回国際天文学連合総会の決議により，昭和

５６（１９８１）年１月から我が国で星食国際中央局の

業務を行うこととなった．しかしながら，業務の

効率化の流れの中で，平成２１（２００９）年３月に

当該業務を国際掩蔽観測者協会（IOTA）へ引継

ぎ，終了した．

昭和５０年代になると，米国航行衛星（NNSS）

の本格運用が始まり，精度の高い離島等の位置が

得られるようになってきた．昭和５６（１９８１）年

には，下里水路観測所（和歌山県）に人工衛星

レーザー測距（SLR : Satellite Laser Ranging）装

置を導入し，また，昭和６２（１９８７）年からは可

搬式 SLR装置も導入し，日本列島及び離島を含

む海洋測地網の構築を推進し，地球重心に基づく

日本列島及び離島等の位置を決定した．

昭和５８（１９８３）年には組織改正が行われ，そ

の頃には主たる業務が測地業務であったことか

ら，組織の名称は「航法測地課」と改められた．

このとき測量課で行われていた地磁気観測業務が

航法測地課に統合された．地磁気観測は，元々は

船舶が航行するに当たり羅針盤の示す北が真の北

からどれだけずれているか，その偏差を求めるこ

とを目的として行われていた．その後，地磁気観

測により得られたデータは火山の状況の把握等の

ためにも利用されるようになった．

１９９０年代に入ると，発展を遂げてきた衛星測

Photo２．Astronomical reflecting telescope（diameter :
６０cm）in the Bisei Hydrographic Observa-
tory.

写真２．美星水路観測所（岡山県）の反射望遠鏡（口

径６０cm）．現在は，井原市星空公園の施設
として一般向けの天体観測等に利用されてい

る．
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位技術に，水路部の得意とする水中音響技術を組

み合わせて海底の位置を計測する海底地殻変動観

測技術を東京大学と共同で開発した．この技術

は，GPSを利用して海上の船舶の位置を正確に

計測し，さらに，当該船舶から海底に設置した基

準局（海底局）までの距離を音波を用いて正確に

計測し，両者を統合することにより，海底局の位

置をセンチメートルの精度で捉えるものである．

この技術により，それまで空白域であった海域の

地殻変動の様子を詳細に捉えることができるよう

になった．

なお，平成１４（２００２）年には，行政改革の流

れの中で，「水路部」という名称を「海洋情報

部」に改め，「航法測地課」は海洋調査課に属す

る「航法測地室」となった．

そして，平成２５（２０１３）年，海上保安庁海洋

情報部として防災対応機能をさらに高めるため，

それまで航法測地室で行っていた海底地殻変動観

測等に加えて，海洋調査課で行っていた津波防災

情報図整備業務や海域火山監視業務を集約し，

「海洋防災調査室」が発足した．

４ 海洋防災調査室の主な業務

「海洋防災調査室」では，前身の航法測地室か

ら引き継いだ業務に加え，海洋調査課から統合し

た海域火山監視業務や津波防災情報整備業務を実

施しており，職員数１９名という組織の規模に比

べてかなり多くの業務を持っている．以下に，海

洋防災調査室の主な業務を紹介する．

４．１ 海底地殻変動観測

４．１．１ これまでの取り組みと主な成果

我が国に大きな被害をもたらす巨大地震の多く

は歴史的に海底下のプレート境界域を震源として

発生している．これらの地震は，沖合から沈み込

む海洋プレートによって，陸側のプレートとの間

にひずみが蓄積され，それが一気に解放されるこ

とにより地震が発生するもので，「プレート境界

地震」と呼ばれている．震源域となる海域で直

接，地殻変動を計測することにより，プレート境

界のひずみの蓄積状況（固着状況）を把握し，将

来発生する地震の位置や規模等の予測に貢献する

ことができる．また，海域で大きな地震が発生し

た場合には，地震による地殻変動量を計測するこ

とにより，当該地震がどこでどのような破壊をも

たらしたかを知ることができる．

当部では，平成８（１９９６）年度から科学技術振

興調整費による「南海トラフにおける海溝型巨大

地震発生機構のモデル化・観測システムの高度化

に関する総合研究」において，海底地殻変動観測

実施のための研究開発に取り組んできた．

そして，平成１２（２０００）年１月に熊野灘に海

底局を設置したのを皮切りに，定常業務として海

底地殻変動観測を開始した（矢吹，２００２；藤

田，２００６；佐藤・藤田，２０１２）．平成１３（２００１）

年には，政府の地震調査研究推進本部による基盤

的調査観測計画の見直しの中で，「基盤的調査観

測の実施状況を踏まえつつ，調査観測の実施に努

めるもの」として海底地殻変動観測が位置づけら

れた（地震調査研究推進本部，２００１）．なお，平

成１２（２０００）年度からは，東京大学生産技術研

究所との共同研究の下，技術開発を行っている．

この観測は，陸上 GPS局と海底局の測位の中

継点となる船上局として測量船を使用して，測量

船の位置を GPS観測により決定し（キネマ

ティック GPS観測），測量船と海底局との間を音

波で距離を測る（音響測距観測）ことにより，海

底局の位置を決定するものである（Fig．１）．この

観測を繰り返し行うことで，海底の動き，すなわ

ち地殻変動を検出することができる．

初期の船上観測システムでは，船上局に Photo

３に示すような支柱を用いており，機材の運搬・

組立てを観測の都度行う必要があった．船尾に設

置された支柱の上部には GPSアンテナ，GPS

ジャイロアンテナ，船体動揺センサーを，海面下

に位置する支柱の下部先端には音響送受波器をそ

れぞれ固定していた．観測は，航走による支柱の

しなりやノイズを避けるため，海底局を設置して

いる海域で複数回にわたり測量船を漂流させて

行った（漂流観測）．測量船の移動の際には，Photo
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３のように支柱を折り曲げる必要があり，その作

業は人力で行われた．

当時の漂流観測は，甲板作業の安全性と船舶衝

突防止の観点から昼間のみ行ったため１点での観

測に４～５日間を要した（畝見，２００４；成田・

他，２００５）．

観測を開始してから４年が経過し，平成１３

（２００１）年から平成１６（２００４）年までの結果か

ら，「宮城沖１」海底基準点がユーラシアプレー

ト安定域に対して西北西に年間約８cmの速度で

移動していることを検出した（Fujita et al.,２００６;

Fig．２）．これは，海底で地殻変動を定量的に捉え

た我が国で初めての事例となった．その後，観測

データの蓄積と解析技術の向上により何度か再解

析が行われ，平成２３（２０１１）年３月１１日の東北

地方太平洋沖地震前の最終的な移動速度として

５．５cm/年が得られた（佐藤・藤田，２０１２）．

また，平成１７（２００５）年８月１６日，宮城県沖

で発生したマグニチュード７．２の地震に際して，

震央から東に約１０kmに位置する「宮城沖２」海

底基準点において，約１０cmの東向きの変位を

検出した（Matsumoto et al.,２００６）．この成果は

陸上の GPS観測から予想される変位量と整合的

であったことから，これを機に海底地殻変動観測

の精度が広く認められることとなった．

その後，平成１９（２００７）年度には夜間の観測

を開始し，１回の観測に要する時間が２日間まで

Fig．１．Schematic picture of seafloor geodetic observa-
tion.

図１．海陸プレート境界付近における海底地殻変動観

測の模式図．プレート境界は陸上 GPS局から
１００kmを超えるところもあり，長基線のキネ
マテック GPSにより測量船の位置を高精度で
解析する技術が必要となる．

Fig．２．Crustal velocity vector at MYGI relative to the
Eurasian plate.

図２．ユーラシアプレートに対する「宮城沖１」海底

基準点の地殻変動ベクトル．この動きは，太平

洋プレートの移動ベクトルと概ね調和的であ

る．

Photo３．Observation pole installed on the bulwark at
the stern.

写真３．船体後部ブルワークに設置された支柱．この

支柱を含めた初期の海底地殻変動観測装置は

観測実施時に測量船へ搬送し，一時的に設置

していたため，機器の設置・調整が困難で

あった．
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短縮されたが，海底地殻変動観測の精度及び効率

が飛躍的に改善されたのは，平成２０（２００８）年３

月の測量船「明洋」への音響送受波器の船底装備

がきっかけであった（Fig．３）．それまでの１日に

つき１６時間の漂流観測から２４時間可能な航走観

測へ移行し，１回２４時間，各海底基準点年間３

回程度の観測が可能となった．また，測線をコン

トロールできるようになり，より安定した観測結

果が得られるようになった（Fig．４）．

「明洋」に続いて，平成２２（２０１０）年１２月に

は「拓洋」，平成２３（２０１１）年３月には「海洋」，

さらに平成２４（２０１２）年１２月には「昭洋」に同

装置の船底装備が実施され，平成２５（２０１３）年

度からは，測量船４隻による観測体制が整った

（川 井・他，２００９；氏 原・成 田，２０１２；秋 山・

他，２０１３；秋山・横田，２０１４）．

観測装置の整備と平行して解析手法についても

不断の改良がなされてきたが，詳細については，

佐藤・藤田（２０１２）を参照されたい．

海底局は，８年程度稼動する電池を搭載してい

る．長期間観測を継続するためには，電池の消耗

によって既設の海底局が機能を停止する前に新旧

海底局の間の位置関係を測定しておく必要があ

る．そのため，平成２１（２００９）年度からは，既

存の海底局の更新と新旧同時観測を順次実施して

いる（佐藤，２０１０；石川，２０１１）．

平成２３（２０１１）年３月１１日の東北地方太平洋

沖地震（M９．０）後には，直ちに本庁所属測量船

５隻を被災地港湾へ派遣し，航路啓開業務等に長

期間従事させた．海底地殻変動観測について

は，３月下旬に「拓洋」及び「明洋」の補給回航

時に併せて釜石沖から銚子沖の海底基準点におい

て海底基準局の被害調査及び緊急観測を行った．

その結果，この地震の震央付近の宮城県沖では

地震前後で東南東へ１５～２４m移動し，福島県沖

では東南東へ５m移動したことが観測された．

これらの成果は，直ちに政府の地震調査委員会や

地震予知連絡会等に報告され，同地震の断層モデ

ルの推定に大きく貢献した．この成果は，米国科

学誌「サイエンス」にも掲載され，国内外で大き

な反響を呼んだ（海洋調査課航法測地室，２０１２；

Sato et al.,２０１１）．

東北地方太平洋沖地震の発生を受け，同様に巨

大地震の発生が懸念されている南海トラフ海域で

の海底地殻変動観測体制を強化するため，平成

２４（２０１２）年１月，東海沖から日向灘に至る海域

の８箇所に海底基準点を増設した．

４．１．２ 今後の展望

海底地殻変動観測は，超巨大地震とそれに起因

Fig．４．Examples of acoustic measurement lines :（a）
for drifting and（b）for sailing observations.

図４．海底地殻変動観測の測線の例：（a）漂流観測，
（b）航走観測．漂流観測では潮流・風浪等の影
響を受けるため，測線の制御が困難であり，潮

流がない時は測量船を（a）のように移動させ
ながら観測を行った．

Fig．３．Situation of installation of seafloor geodetic ob-
servation system on S/V Meiyo .

図３．測量船「明洋」への海底地殻観測装置の装備状

況．KGPSアンテナとトランスデューサの幾何
学的位置関係が重要となるが、乾ドックでの上

架時に光学的測量等により決定した．
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する現象の予測のために不可欠な観測技術として

期待されており，更なる技術開発と更なる海底基

準点の展開が求められている．

海洋防災調査室では，定常観測を実施するとと

もに観測の効率化・高精度化に向けた技術開発を

推進していく．

まず，定常観測であるが，Fig．５に，平成２５

（２０１３）年１０月現在の海底基準点の配置図を示

す．主な観測海域は日本海溝及び南海トラフ沿い

の陸側斜面である．日本海溝沿の海域は，東北地

方太平洋沖地震後２年半経った現時点でも，同地

震の影響による非定常的な変動が検出されてい

る．そうした変動を時空間的に把握するためにも

観測を継続的に実施していく必要がある．一方，

南海トラフ沿いの海域でも，海溝型巨大地震の発

生が懸念されている．東北地方太平洋沖地震後の

海底基準点の増設により，面的な地殻変動を捉え

ることが可能となり，より詳細な歪の蓄積状況が

明らかになると期待される．

次に，観測の効率化に向けた技術開発である

が，ハード・ソフトの両面から見ていく必要があ

る．ハード面としては，平成２４（２０１２）年の「昭

洋」への音響送受波器の船底装備に伴う４隻体制

の実現により，観測機会が向上した．一方で，１

回あたりの観測時間は約１日を要しており，これ

を短縮する観測手法を見出すことが求められてい

る．ソフト面としては，観測・解析スキームを整

理しマニュアルを整備することで，効率的に観測

を実行できるようにする．これは，例えば地震発

生時の緊急観測において特に役立つ．また，観測

の高精度化は，高効率化にもつながり，より多く

の海域での観測に対応できるようになることか

ら，引き続き推進していく．

４．２ 人工衛星を利用した海洋測地観測

４．２．１ これまでの取り組みと主な成果

人工衛星を利用した衛星測地観測データは，海

図の経緯度の基準となっている世界測地系の構築

や日本列島のプレート運動等の地殻変動監視に利

用されてきたが，近年では，グローバルなプレー

ト運動監視による地震現象解明や領海基点，低潮

線決定のための基礎資料としても重要な役割を

担っている．

平成１４（２００２）年３月以前に作成された海図

の経緯度は，日本測地系に基づいて作成されてい

たが，日本経緯度原点と地上の光学測量を元に構

築された日本測地系は地球重心を原点とする世界

測地系に対して大きな歪を持っていることが知ら

れていた．

この歪みを取り除いて正確な海図を作成し，領

海や排他的経済水域などの画定に資するため，昭

和５５（１９８０）年度から海洋測地の推進業務が開

始された．

昭和５６（１９８１）年度からは，下里水路観測所

に設置された人工衛星レーザー測距（SLR）装置

と，その後導入された可搬式 SLR装置（Photo

４）によって，海洋測地網の骨格となる一次基準

Fig．５．Distribution of seafloor reference points（red
circles）.

図５．日本海溝や南海トラフにおける海底基準点配置

図．平成１２（２０００）年に熊野灘への海底局の設

置を皮切りに，日本海溝と南海トラフを中心と

して２７点設置した．
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点の位置を精密に決定した．同時に NNSSまた

は GPS観測による二次基準点観測を順次実施し

て，平成１１（１９９９）年度までに全国に渡る海洋

測地網を構築した（Sengoku et al.,１９９９）．

平成１２（２０００）年１２月には，これらの観測成

果を元に，国土地理院から提供を受けた陸上用の

測地系変換プログラム「TKY２JGD」と整合を保

ちつつ，海上測位に十分な精度を持った，新しい

「歪みデータファイル」を作成した．

これを利用して，「新・測地系変換ソフトウェ

アMGC２０００A」を作成し，平成１４（２００２）年１

月にホームページで提供を開始するとともに，順

次世界測地系（WGS−８４）に基づく海図の刊行が

開始された（加藤・他，２００１；大門・他，２００２）．

その結果，平成１４（２００２）年３月までにほぼ

全ての海図の測地系がWGS−８４によるものとな

り，同年４月施行の水路業務法一部改正によっ

て，経緯度に関する水路測量の基準が世界測地系

に移行した．

下里水路観測所の SLR観測の成果は，日本列

島や離島の位置決定や世界測地系の構築の他，プ

レートの運動の把握による地震調査研究の基礎資

料としても活用されている．

昭和６１（１９８６）年から平成６（１９９４）年までの

測地衛星「あじさい」SLRデータから，下里が

ユーラシアプレート内の安定域に対して西北西方

向へ年間３．２cmの速度で移動していることがわ

かった（Sengoku,１９９８）．その後，平成５（１９９３）

年から平成１６（２００４）年までの測地衛星「ラジ

オス」の SLRデータを使用して再計算が行わ

れ，下里の移動速度は西北西方向へ年間２．９cm

であることが報告された（佐藤・他，２００９）．

また，平成８（１９９６）年度から同１３（２００１）年

度まで，父島，石垣島，稚内，対馬の４か所の海

洋測地基準点において，可搬式 SLR装置による

再観測が実施され，各点におけるプレートの変動

を検出した（Fujita et al.,１９９８；佐藤・他，２００４）．

下里水路観測所の SLR装置は，昭和５６（１９８１）

年度の設置以来３０年を超え，レーザー発振部の

障害や装置全体の老朽化が顕著となってきたた

め，平成１９（２００７）年度から同２１（２００９）年度

にかけて順次装置の各部を更新し，世界トップレ

ベルの観測精度を誇る SLR装置（Photo５）に変

貌した（鈴木・他，２０１０）．

上述したように，これまで航法測地室が行って

きた海洋測地観測の成果は，我が国の海洋測地網

構築や世界測地系の構築に大きく寄与した．中で

Photo５．Upgraded telescope of the Shimosato SLR
system.

写真５．観測精度が向上したシステム更新後の下里

SLR装置の望遠鏡．下里を含め国際的に収集
された観測データにより，地球重心の位置等

が高精度に決定されている．

Photo４．Hydrographic department Transportable La-
ser Ranging Station（HTLRS）.

写真４．海洋測地網構築に貢献した可搬式 SLR装置
（HTLRS）．父島，硫黄島など離島での観測で
は，その搬送が困難であった．
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も下里水路観測所で行ってきた SLR観測は，３０

年以上にわたって国際的にも大きな貢献をしてき

た．

SLRの技術は，電波（波長約２０cm）を使用す

る GPSに比べて，短波長の光波（波長５３２nm）

を使用することから，電離層や大気など伝播媒体

の影響を受けにくく，観測地点と衛星との距離を

高い精度で測定できる．

１９８７年に国際天文学連合及び国際測地学地球

物理学連合が合同で立ち上げた国際地球回転・基

準系事業（IERS : International Earth Rotation and

Reference Systems Services）では，WGS−８４も準

拠している国際地球基準座標系（ITRF : Interna-

tional Terrestrial Reference Frame）の地球原点の

維持に必要なパラメーターを主として，SLRの観

測結果から決定している．

４．２．２ 今後の展望

現在，下里水路観測所では，所長以下４名の職

員が，日夜世界レベルの精度で SLR観測を行

い，観測終了後ほぼ１２時間以内に NASAを通じ

て SLRデータを提供している．

海図における経緯度の基準である世界測地系の

維持・管理に対する国際貢献は今後も変わること

なく必要であることから，海洋防災調査室の発足

後も，これまで培ってきた SLR観測技術を活用

して，世界測地系の維持に貢献するとともに，大

陸間のグローバルなプレートの相対運動を決定す

るなど，地球物理学・地震観測研究の基礎資料と

なる高精度の海洋測地データを収集・提供してい

く．

４．３ 地殻変動監視観測

４．３．１ これまでの取り組みと主な成果

GPSによる地殻変動監視観測は，地震予知計

画に基づき，平成元（１９８９）年１２月に真鶴，剱

埼及び伊豆大島での GPS固定観測として開始さ

れた．

平成６（１９９４）年度からは「第７次地震予知計

画」に基づいて，白浜水路観測所（下田市）及び

八丈水路観測所間の GPS固定観測を実施し，こ

の線上に位置する利島，新島，三宅島及び御蔵島

では年１回の GPS移動観測を行い，これらの間

の詳細な地殻変動を監視することとした．

平成７（１９９５）年１月に発生した兵庫県南部地

震（M７．３）直後の３月には，可搬式 SLR装置を

美星水路観測所（岡山県）に運び下里水路観測所

（和歌山県）との間で SLR観測を実施し美星の精

密な位置を決定した．

その後，同年４月に建議された第７次地震予知

計画の見直しに基づき，関西地区の地殻変動監視

観測体制を強化するため，９月に下里及び美星水

路観測所に GPS固定点を設置し，この線上に位

置する御坊，南淡（淡路島）及び土庄（小豆島）

で年１回の GPS移動観測を行う，地殻変動監視

観測を開始した．

さらに，平成７（１９９５）年度からは，交通部が

運用する全国２７局の DGPS局で得られる GPS

データの提供を受け，これら DGPS局の精密な

位置を，下里本土基準点を基点として計算するこ

とにより，全国沿岸の地殻変動の監視観測を開始

した．

平成１１（１９９９）年度からは，「地震予知のため

の新たな観測研究計画」に基づき，南関東地域に

おける地殻変動監視観測体制を拡充するため，関

西地域における GPS移動観測を廃止することと

した．

そのため，剱埼，白浜及び美星水路観測所の

GPS固定点を，横須賀，南伊豆及び三宅島の各

験潮所に移設して新固定点とするとともに，新

島，神子元島，鵜渡根島，地内島，祇苗島，恩馳

島，銭洲及び大野原島で年１回の岩礁 GPS移動

観測（Photo６）を行って，南関東地域の地殻変

動を監視することとした．

平成１２（２０００）年６月から始まった三宅島の

火山活動では，これらの成果を活用して三宅島－

神津島間のダイク貫入による地殻変動を明らかに

するとともに，地殻変動を説明する震源断層モデ

ルの推定を行った（寺井・他，２００１；佐藤・他，

２００２）．
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現在では下里，真鶴，伊豆大島，横須賀験潮

所，南伊豆，三宅島験潮所，神津島験潮所（Photo

７）及び八丈島験潮所の GPS固定局８箇所及び

DGPS局の２７箇所において地殻変動の監視を

行っている（淵之上・他，２００５；大市・他，

２０１３；海上保安庁海洋情報部，２０１３）．

平成２３（２０１１）年の東北地方太平洋沖地震の

直後は，東日本の広範囲に及んだ地殻変動により

国土地理院が電子基準点を含む三角点等の位置成

果の公表を停止したので，水路測量の実施に支障

が生じた．これに対応するため，下里海洋測地本

土基準点（海図作成の基準点）を基点として，二

管区本部及び三管区本部管内の沿岸に存在する各

電子基準点位置を GPSにより導出し，当該管区

本部海洋情報部に通知した（災害対応水路測量

班，２０１２）．

４．３．２ 今後の展望

今後も三宅島等の験潮所に設置した GPS局や

交通部の DGPS２７局の位置解析を継続して実施

していく．三宅島等の験潮所の解析成果は定期的

に地震予知連絡会に報告され，DGPS局の成果は

一定の規模の地震が発生した場合，震源近くの

DGPS局の位置解析を行い，同連絡会へ報告され

ている．

また，下里本土基準点は SLR観測と GPS観測

が行われており，２種類の観測方法による位置成

果の結節点として世界測地系と関係づけられてい

る．同点は海底地殻変動観測や他の位置成果を求

めるための基点として重要であり，下里における

GPS観測を継続して行っていく．

これからも防災業務に迅速に対応していくた

め，GPS位置解析の高精度化し，位置成果作成

の省力化を行い，地震対応業務に貢献していく．

４．４ 海域火山に関する業務

４．４．１ これまでの取り組みと主な成果

海上保安庁では，文部省測地学審議会（現文部

科学省科学技術・学術審議会測地学分科会）の建

議を受け，海域火山（火山島及び海底火山）の監

視観測を航空機や船艇により実施し，火山噴火予

知業務に貢献してきた．また，これら火山情報に

基づき航海安全のための航行警報の発出，海洋権

益のための新島形成の確認などの業務を実施して

いる．

伊豆小笠原列島の「南方諸島」方面，九州～ト

カラ列島～先島諸島の「南西諸島」方面の２方面

に点在する３０ヶ所の海域火山（Fig．６）において

Photo７．Tidal station in Kozu-shima Islandand GPS ra-
dome.

写真７．南関東の地殻変動監視に用いられる神津島験

潮所と GPSレドーム．岩礁 GPS移動観測の
基準点としても使用される．

Photo６．GPS measurements at small islands in Izu Is-
lands.

写真６．伊豆諸島（大野原島）における岩礁 GPS移
動観測．平成１２（２０００）年の三宅島噴火時

も実施し，三宅島の噴煙等を視認できた．
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航空機による監視観測を実施している．観測手法

は対象火山に近接して行う目視観測，デジタルカ

メラによる写真撮影，ビデオカメラによる映像撮

影，赤外線熱計測計による熱計測，航空磁力計に

よる磁気測量である．

写真や映像撮影による監視は，火山島や変色水

の状況を過去のものと比較することにより，その

活動度の判定を行う．熱計測は，火口内の地熱地

帯や変色水域の水温を計測する．地磁気測量は，

マグマ等の存在により磁力が弱くなる現象を計測

し不可視な活動状況を監視することができる．

「南方諸島」方面は年２回，「南西諸島」方面は年

１回調査している．

海域火山基礎情報図調査は，海底地形，海底地

殻構造，海上磁気・重力調査と海底の岩石採取等

を測量船により行うものである．この調査の目的

は，海域火山の基礎的・基盤的情報を整備し，噴

火予知に資するためである．平成１０（１９９８）年

の「明神礁」から始まり，平成２５（２０１３）年７月

までに９ヶ所の海域火山の調査を行っている．

火山活動が活発化した場合，測量船による海底

火山の火口直上海域の調査では危険が伴うため，

無人測量艇の「マンボウ�」や「じんべい」を投
入して調査を行う．平成２２（２０１０）年「福徳岡

ノ場」で噴火活動が発生したが，その後の調査に

「マンボウ�」を使用し，噴火口の位置や状況を
捉えることができた（伊藤・他，２０１１；Photo

８）．

これまで述べてきたような観測や調査の成果

は，噴火暦や海底地形・地質構造図等という形で

とりまとめられる．これら資料は，現在の海域火

山の活動状況の判定に活用される．

Fig．６．Distribution of volcanoes in the Nansei Shoto（Ryukyu arc）and the Nanpo Shoto（Izu-Bonin arc）.
図６．南西諸島（琉球弧）と南方諸島（伊豆－小笠原弧）における海域火山配置図．昭和２７（１９５２）年，南方諸

島にある明神礁において，当庁の観測船「第五海洋丸」が噴火活動に巻き込まれ，３１名が遭難した．
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また，観測や調査の成果は火山噴火予知連絡会

へ報告し，日本周辺海域火山通覧（伊藤・

他，２０１２）や海域火山データベース（http : //www

1.kaiho.mlit.go.jp/GIJUTSUKOKUSAI/kaiikiDB/

list-2.htm）で広く一般に公表し，火山噴火予知や

防災業務に貢献している．

４．４．２ 今後の展望

今後も「南方・南西諸島」の航空機による監視

観測を継続するとともに，海域火山基礎情報を充

実させるため，海域火山基礎情報が欠落または不

十分である海域を測量船により調査し，基礎情報

を完備させていく．技術的には地球観測衛星を活

用した海域火山の活動状況（変色水や噴煙等）の

監視観測などを検討していく．

４．５ 津波防災情報に関する業務

４．５．１ これまでの取り組みと主な成果

海上保安庁では，平成１４（２００２）年度から，

南海トラフ沿いで発生が予測される東海・東南

海・南海地震や日本海溝・千島海溝沿いで発生が

予測される宮城県沖地震等の巨大地震により津波

が生じた場合に備え，港内における船舶津波対策

として津波防災情報図の整備を行ってきたところ

である．津波防災情報図の作成過程及び図の内容

については，細萱・他（２００５）を参照されたい．

平成２３（２０１１）年に発生した東北地方太平洋

沖地震では，東北地方を中心とする未曾有の大津

波による被害が発生した．これを踏まえ中央防災

会議では，将来発生が予想される南海トラフ沿い

の巨大地震の地震想定についても大きな見直しを

行い，新たに「南海トラフの巨大地震の被害想

定」（内閣府，２０１２）を発表した．

当庁としても，このような情勢を踏まえ，南海

トラフ巨大地震によって津波の影響を受ける地域

を対象として，新しい地震断層モデルに基づく津

波防災情報図の整備を順次進めている．例として

Fig．７に南海トラフ巨大地震を想定した伊勢湾の

津波防災情報図（進入図及び引潮図，計算条件等

は細萱・他（２００５）を参照のこと）を載せる．

４．５．２ 今後の展望

作成した津波防災情報図は，管区海洋情報部等

とも協力しながら，港内船舶津波対策協議会等を

通じて，港湾，海運，漁業，マリンレジャー関係

団体及び自治体に，また各種防災イベントを通じ

て一般に普及を図っていく．それとともに，自治

体や研究機関等による津波防災の取り組みを支援

するため，津波防災情報図を作成するために整備

した海底地形データをこれらの機関等に提供して

いく．

現在，政府では日本海溝・千島海溝における超

巨大地震モデルや，日本海側で発生する巨大地震

などの想定を実施している．港湾及び船舶の津波

対策に資するため，政府内での検討結果を踏ま

え，新たな図の整備等についても検討していく必

要がある．

４．６ 地磁気・重力測量

４．６．１ これまでの取り組みと主な成果

海洋情報部が発行する海図や航空図には，磁針

偏差及び年差が記載され，磁気コンパスを用いる

Photo８．Eruption of “Fukutoku-Oka-no-Ba” on Febru-
ary３,２０１０.

写真８．平成２２（２０１０）年２月３日 福徳岡ノ場の

噴火．大規模な噴火活動ではなかったが，こ

の写真からコックステールジェット（噴煙中

を噴石が高速で通過するために生じる雄鶏の

尻尾のような噴煙の形状，爆発）が確認でき

る．
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Fig．７．Tsunami information map of Ise Bay（upper panel : inflow map, lower panel : outflow map）.
図７．尾鷲港の津波防災情報図（上：進入図，下：引潮図）．東南海・南海地震の震源モデルによる津波シミュ

レーションでは伊勢湾での最高水面からの津波高は２１mとなる．このシミュレーションでは，当庁の水深
測量データが活用されている．
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船舶や航空機にとって重要な情報となっていた．

このため，全国の定点（陸上測量）および沿岸

海域（航空測量）における磁針偏差を測定する全

国磁気測量を５年ごとに実施していた．しかし，

業務の合理化を理由に平成１２（２０００）年度（第

１５回全国磁気測量）をもって終了した．

また，日本周辺の海域ジオイドモデルを決定す

るため，海洋情報部では１９６０年代から海上重力

測量を行ってきた（笹原・他，２００６）．ジオイド

は地球表面における平均水面の形状に近く，海洋

測量における基準面として，黒潮などの海流モデ

ルを予測する上で重要である．平成２０（２００８）

年に決定した海域ジオイドモデルMGM２００８

（笹原・他，２００８）によるジオイド高分布図を

Fig．８に示す．

４．６．２ 今後の展望

今後も海図や航空図を発行していくので磁針偏

差等が必要となるが，全国磁気測量が終了したた

め，国際標準地球磁場（IGRF : International Geo-

magnetic Reference Field）モデルを用いて計算し

た磁針偏差等を提供していく．

また，航空レーザー測量などの技術の発展に伴

い，従来の験潮所の潮汐から求めた平均水面では

その高精度な測深データを充分に活用することが

できない．このため，新技術に対応できるより高

精度なジオイドモデルが必要であり，最新の重力

観測衛星データ等を活用して構築していかなけれ

ばならない．

４．７ 天文観測及び天測暦等の作成

４．７．１ これまでの取り組みと主な成果

天文航法には，精確な天体の位置が必要であ

り，海上保安庁では，「天体位置表」（Photo１）

及び「天測暦」等を作成するために天文観測を

行っていたが，平成１９（２００７）年度で終了し

た．これに伴い，天文観測業務を専門とする白浜

水路観測所は平成１８（２００６）年４月１日に，美

星水路観測所（Photo２）は平成２０（２００８）年４

月１日にそれぞれ閉所され，「天体位置表」につ

いては平成２１（２００９）年３月の発行をもって廃

刊となった．他の廃刊された水路書誌には，「簡

易天測表」（平成１３（２００１）年廃刊），「北極星方

位角表」（平成１２（２０００）年廃刊，平成２２（２０１０）

年までインターネットで計算サービス提供）があ

る．

また，星食国際中央局（ILOC : International Lu-

nar Occultation Centre）業務を昭和５６（１９８１）

年１月１日から実施しており世界各国の観測者か

らの星食観測データを収集・解析し，観測者へ星

食予報を提供してきた（久保，１９８１）．しかし，

業務効率化の観点から，平成２１（２００９）年３月

３１日で本業務を終了し，国際掩蔽観測者協会

（IOTA）へ引き継いだ．

４．７．２ 今後の展望

「天体位置表」の精度維持・向上を目的とした

天文観測業務は平成１９（２００７）年度に終了し，

「天体位置表」も平成２０（２００８）年度で廃刊と

なった．今後「天体位置表」の代替としては，国

Fig．８．Geoid（MGM２００８）undulation around Japan.
Contour intervals are１m.

図８．日本周辺における海域ジオイドモデル（MGM
２００８）によるジオイド高分布図（コンター間隔

１m）．地衡流などの流向・流速の算出に活用で
きる．
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立天文台ホームページの暦象年表Web版より天

体位置データを入手できるようになっている．

測位機器として，現在では GPSが広く使用さ

れているため，平成１４（２００２）年７月に船舶設

備規定を一部改正し，天文航法による測位機器

（時しん儀，六分儀，航海暦）の備置義務が撤廃

された．一方，「船舶職員及び小型船舶操縦者法

施行規則」では，船員に天文航法の履修を義務づ

けている．また，GPSなど衛星航法装置のシス

テムダウン時のバックアップシステムが必要であ

る．このため，当部では天文航法に必要な天測暦

及び天測略暦を継続して発行していく．

５ 今後に向けて

２節でも記したように，「海洋防災調査室」は

東日本大震災を教訓に海洋情報部の防災関係業務

を集約することで発足した組織である．

平成２３（２０１１）年の東日本大震災では地震及

びこれに伴う巨大な津波により甚大な被害が発生

した．このため，現在，国を挙げて，将来の発生

が危惧される巨大地震よって生じる被害の想定を

見直しつつあり，また，防災対策の強化に取り組

むことが求められている．

海洋防災調査室では，本文で記したように，海

底地殻変動観測，津波防災情報図整備，海域火山

監視等の防災対策に資する調査・解析を多面的に

行っている．地震の発生に伴い津波が連動するこ

とはよくあるが，地震活動に誘発された火山活動

もしばしば観測されている．実際に，巨大地震の

発生の前後１０年程度の期間に震源から数１００km

以内の地域で火山が大噴火を起こす事例は，日本

のほかカムチャツカ，アリューシャン，アラス

カ，チリ等でも見られている．このようなことか

ら，地震と火山を別々に観測・調査するよりも総

合的に見ていく必要がある．

当室では，今後，海洋情報部における防災関係

のデータを一元的に収集・管理を行い，次の災害

に備えた様々な対策を行うとともに，いざという

ときには機敏に対応していきたい．
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要 旨

平成２５（２０１３）年５月に，「海洋防災調査室」

が誕生した．これは，平成２３（２０１１）年の東日

本大震災を受けて，地震・火山・津波等の自然災

害に対して包括的に取り組むために再編されたも

のである．

本報告では，前航法測地室の取り組みや実績を

紹介するとともに，海洋防災調査室としての展望

を述べる．
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